
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         平成２５年４月 

         人  吉  市 



- 1 - 

 

 

 

 

目 次 

 

                                頁 

１ 策定の考え方 

 （１）地方自治における行政改革の位置付け           ２ 

 （２）第５次人吉市総合計画と第５次人吉市行政改革大綱との関連性 

                               ３ 

 （３）これまでの経緯                     ４ 

 

２ 第５次行政改革大綱の目的                    

（１）市民と行政との協働                   ６ 

（２）感動される市政の推進                  ７ 

（３）持続可能な財政運営                   ８ 

 

３ 中長期的な課題と取組方針 

（１）財政の確保と効率的運用                １２ 

（２）事務事業の統廃合                   １２ 

（３）定数の適正化と職員の適正配置             １２ 

 

４ 行政改革の推進上の課題と取組方針        

 （１）組織マネジメント                   １３ 

   ① 事業マネジメント                   １４ 

   ② 人材マネジメント                   １５ 

（２）推進期間                       １６ 

（３）推進方法                       １６ 

（４）推進体制                       １７ 

 

５ 行政改革の基本項目 

（１）体系図                        １８ 

（２）行政改革の全体図及びダブルループ図          １９ 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 2 - 

 

≪財 務≫

予算運営

財政健全化の推進

●中長期財政見通し

≪政 策≫

政策・施策の推進

●総合計画

●マニフェスト

市民みんなが

健康で

笑顔で暮らせる

まち

〈基本理念〉

≪行政改革≫

経営の視点に立ち

改革の道筋を示す

●行政改革大綱

１ 策定の考え方 

 

 この大綱は、総務省からの「地方公共団体における行政改革の推進のための新た

な指針 (※1)」及び「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針 (※2)」

の趣旨を踏まえ、地域主権型社会(※3)に対応した本市の行政改革を定めるもので、第

５次人吉市総合計画(※4)の効果的な推進を図るため、策定するものです。 

 

（１）地方自治における行政改革の位置付け 

 地方分権一括法(※5)の施行など地方分権、地域主権改革の進展により、基礎

的自治体である市町村の果たすべき役割は大きなものとなりました。そのよう

な中で、平成２３年５月２日に「地方自治法の一部を改正する法律」が公布さ

れ、自治体の自主性・自立性発揮の観点から、市町村の基本構想（総合計画）

策定義務が廃止(地方自治法旧第 2 条第 4 項関係(※6))されましたが、地域がこれから

の地方自治を進めていくにあたり、本市が将来にわたって生き残りをかけ、計

画的にまちづくりを進めるために、本市においては平成２４年度に第５次人吉

市総合計画を策定しました。 

 そこで、地域を経営するという視点に立ち、「政策」「財務」「行政改革」を

３本柱として関連付けながらコスト意識、スピード意識、サービスの質の維持

向上に努めるなどの経営感覚をもって地域をマネジメントすることが、これか

らの自治体の行政改革に求められています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※1･･･【地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針】平成１７年３月２９日付け総務事務次官

通知で、事務事業の再編・整理、民間委託などの推進、定員・給与の適正化、第三セクターの見直しな

どの取組を位置付けた指針。 

※2･･･【地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針】平成１８年８月３１日付け総務事務次官

通知で、総人件費改革、公共サービス改革、公会計改革の更なる取組が要請されている指針。 

※3･･･【地域主権型社会】各地方公共団体が自らの判断と責任により、地域の実情に沿った行政を展開してい

くことを期待し、地域の住民一人ひとりが自ら考え、主体的に行動し、その行動と選択に責任を負う「地

域主権」の確立を目指した社会。 

※4･･･【総合計画】 市の基本理念と将来都市像を明示し、政策を進める舵取りとして重要な役割を持つ指針で

あり、市における様々な分野の事務事業を、一つの方向性のもとに推進していくことを可能とするもの。 

※5･･･【地方分権一括法】平成１２年４月１日に施行され、地方分権推進計画を実施に移すため、地方自治法

をはじめとする 475 件の法律の改正を行う法律。正式には「地方分権の推進を図るための関係法律の

整備などに関する法律」 

※6･･･【旧法第 2 条第 4 項関係】削除(市町村は、その事務を処理するに当たっては、議会の議決を経てその地

域における総合的かつ計画的な行政の運営を図るための基本構想を定め、これに即して行うようにしな

ければならない。) 
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戦略６
信頼と連携で力を合わせる

市民主役都市ひとよし

(1)市民と行政との協働

(2)感動される市政の推進

(3)持続可能な財政運営
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基本理念 《市民みんなが健康で笑顔で暮らせるまち》

将来都市像 「自然と相良文化が輝く美しき千年都市ひとよし」

戦略１戦略２戦略３戦略４戦略５

（２）第５次人吉市総合計画と第５次人吉市行政改革大綱との関連性 

 

 人吉市の基本理念と将来都市像【第５次人吉市総合計画から】 

 

 

 

 

 第５次人吉市総合計画(以下「第５次総合計画」)では、恵まれた地域資源と

その特徴を最大限に活かし、活気と賑わいに満ちたまちをつくるために、「市

民みんなが健康で笑顔で暮らせるまち」を基本理念として掲げています。さら

に、本市のさらなる飛躍と発展に向け、本市の宝である相良７００年の歴史、

城下町、球磨川、文化を過去から未来へ守り続けていくために「自然と相良文

化が輝く美しき千年都市ひとよし」を将来都市像としています。 

 基本理念と将来都市像の実現のために、「農業」「観光」「企業誘致」を経済

活性化のための基幹産業の３本柱として位置付け、福岡と鹿児島を結ぶ南九州

の交流や物流拠点都市として発展すべく、政策となる６つの戦略を設定してい

ます。その一つ「信頼と連携で力を合わせる市民主役都市ひとよし」は、他の

戦略の基礎として自律した行政経営を確立するものであることから、人吉市行

政改革大綱(以下「行政改革大綱」)はこれを側面から支え、推進する役割を担

っています。 
 

 ＜第５次行政改革大綱における戦略６の役割＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※7･･･【基本理念】組織がその根本に据える理念や目標、思想のこと。 

※8･･･【将来都市像】市民みんなが共感できるありたい姿であり、市民みんなでこれから作りあげていくもの。 

[基本理念](※7) 市民みんなが健康で笑顔で暮らせるまち 

[将来都市像](※8) 自然と相良文化が輝く美しき千年都市ひとよし 
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第１次行政改革大綱 （昭和６１年 ２月策定）１０年間 

第２次行政改革大綱 （平成 ８年 ３月策定） ５年間 

第３次行政改革大綱 （平成１４年１１月策定） ５年間 

集中改革プラン(※9)  （平成１７年 ４月策定） ５年間 

第４次行政改革大綱 （平成２０年１１月策定） ３年間 

 

★confidence◆信頼される市役所

市役所の目指す姿

◆市民とともに歩む市役所

◆挑戦する市役所

◆創造する市役所

★collaborate

★challenge

★create

職場の目指す姿

市役所の目指す姿

基本理念

地域の目指す姿

(将来都市像)

 第５次総合計画は、地域経営の軸となるものですので、その基本構想に掲げ

られた「地域の目指す姿（将来都市像）」は、市役所のすべての部署や階層の

職員が共有し、その達成に向けて効率的、効果的に行政を運営するにあたって

は、「市役所の目指す姿」「職場の目指す姿」を方向づけるものとなります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）これまでの経緯 

 人吉市の行政改革大綱は、昭和６１年に第１次、平成８年に第２次、平成１

４年に第３次を策定してまいりました。平成２１年度から実施しました第４次

行政改革大綱の「人吉市行政経営戦略」では、経営戦略理念を掲げ、その経営

理念を実現するための視点と方針として市役所の目指す姿を示した「４つのＣ」

を設定して行政改革に取り組んできました。 

 そこで、第５次行政改革大綱は、第４次行政改革大綱における市役所像を継

承して進めてまいります。 

 なお、これまでの本市の行政改革大綱の歩みは以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 
※9･･･【集中改革プラン】総務省が自治体に職員削減、民間委託、給与制度で具体的な数値目標を盛り込んで

定めるよう求めた計画。 

４ 

Ｃ 
つの 
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第１次行革大綱

第３次総合計画

行政改革大綱 第２次行革大綱 第３次行革大綱
第４次

行革大綱 第５次行革大綱

H2 H3 H4 H5 H6 H7

S63 H元 H2

S46 S47 S48 S49 S50 S51 S52 S53 S54 S55 S56 S57 S58 S59 S60 S61 S62 S63 H元

H24 H25 H26

総合計画 第１次総合計画 第２次総合計画

行政改革大綱

S46 S47 S48 S49 S50 S51 S52 S53 S54 S55 S56 S57 S58 S59 S60 S61 S62

総合計画 第４次総合計画 第５次総合計画

H3 H4 H5 H6 H7

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

H25 H26 H27

H27 H28 H29 H30 H31 H32

H28 H29 H30 H31 H32H23 H24

集中改革プラン 集中改革プラン

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 これまでの行政改革大綱は、総合計画と時期は重なっているものの、地域主権

社会が目指す総合計画の基本理念におけるまちづくり(地域づくり)のための行政

改革という意識が、必ずしも一致していませんでした。そこで、第５次行政改革

大綱からは、総合計画と整合性を保ちながら連携・補完し、効果的な推進を図り

ます。 
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職 員

市 役 所

市 長

議 会

企業

団体

学校

NPO

住 民

地域(自治体)

〈チェック〉

〈 参 加 〉

２ 第５次行政改革大綱の目的 

 

 行政改革大綱は、人吉市の行政経営の改革の方向性を示すもので、将来にわた

り安定した行政サービスを提供できるように、市役所の全ての組織・職員が日々

の業務の中で改革努力を重ねていくうえで基本的な指針となるものです。 

 「第５次総合計画が目指す将来都市像・戦略」の実現に向け、スピードと柔軟

性を持って、社会情勢の変化に対応できる行政経営システムの構築を図り、行政

サービスの向上と簡素で効率的な行政の推進を図る具体的な改革の道筋を示す

ことを目的としています。 

 特に「信頼と連携で力を合わせる市民主役都市ひとよし」戦略の実現にあたっ

ては、以下の３つの施策の目的に注力します。 

 

（１）市民と行政との協働 

 市民が主役のまちづくりを推進するためには、なにより、住んでいる人吉市

を知っていただき、その地域の情報を共有し特性を活かしながらそれぞれの役

割を果たすことです。そのためには、積極的な市政情報の提供と多様化する市

民ニーズや地域課題の把握に努めるとともに、市民と行政との情報の共有化や

誰もがまちづくりに参加できる環境を整備し参画いただくことで、市民と行政

との協働のまちづくりを進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 それぞれの役割を果たすとは、行政は市民・民間の活動を容易にし、後押し

する役割を担うとの考え方に立ち、家族や地域などの小さな単位で可能なこと

はそこにお任せし、そこでは不可能もしくは非効率的なものを行政が行うとい

う「補完性の原理」に基づいて、市の事業領域の役割を見直し、市民・地域・

民間の力を引き出します。これまでに行政が担うべきと考えられていた事業や

提供することが適当と判断される行政サービスにおいては、サービスの向上を

図り、効率性及び民間部門が持つノウハウにより改善できる分野については、

継続性や安全性などの公共性の確保に十分配慮しながら市民、地域団体、民間

などに委ねることも必要です。 
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市民の責任と

主体性によって

独自に行う領域

市民の主体性の

もとに行政の協

力によって行う

領域

市民と行政が

それぞれの主体

性のもとに協力

して行う領域

市民の協力や参

加を得ながら行

政の主体性のも

とに行う領域

行政の責任と

主体性によって

独自に行う領域

＜市民の領域＞ ＜行政の領域＞

市民活動と行政の協働

信頼
(職員としての成長)

満足

感動

市民幸福向上

日々の実践における取組

幸せな未来を実感できる喜びを提供

自
ら
積
極
的
に
取
り
組
む

  

 

 

 

 

 

 

 

（２）感動される市政の推進 

 市民に感動していただくためには、市民が抱える課題やニーズに対し、対話

を通して十分に理解し、市民のために積極的に考え率先して取り組むことを前

提とし、市民が幸せな未来を実感できる喜びを提供することで、「満足」を超

えた「感動」に満ちていただくことが必要です。 

 そのためには、人材育成はもとより、公平、公明、公正に徹した職員の日々

の行動が市民との信頼を育み、その日々の信頼の積み重ねに事業・業務の改善

やサービスの向上を図ることで市民満足へ、さらに潜在的な地域資源の発掘や

政策開発によって「感動される市政」へと移り変わるよう、市民の幸福向上の

実現に向けて自己革新し続けなければなりません。 

 

〈目指すべき感動される市政〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈基本姿勢〉 

 第５次行政改革大綱では、第５次総合計画の基本理念「市民みんなが健康で

笑顔で暮らせるまち」を日々実践していくために、一人ひとりの職員が日 「々人

吉市職員綱領(※10)」を行動規範として仕事に取り組みます。 

 行動規範は、毎日の朝礼での唱和など、言葉の共有から全職員に浸透させ、 

 
※10･･･【人吉市職員綱領】人吉市職員として目指すべき職員像は、市民意識調査の自由意見による望まれる職員

像の要素や職員の意見を基に平成 17 年 10 月に作成した「人材育成基本方針」に定めてありました。しか

し、日々の仕事の中で、それを意識し続けることは、難しい状況にありました。そこで、平成 20 年 1 月

に「職員綱領」は、わかりやすい言葉で作成し、毎日朝礼時に確認し合うことから、市職員が日々の業務

の中で、意識できるようにしました。 
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自律的な意識の共有を図ります。職員綱領には、「心」「信頼」「自主性」「協働」

にかかる重要な要素が示されていますので、職員綱領を常にみんなが意識する

ことは、目指すべき将来像へ向かう意志を強め、ともに行動することにつなが

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）持続可能な財政運営 

 本市の財政状況に目を向けると、歳入においては、生産年齢人口の減少、長

引く不況による雇用の停滞、個人所得の低下、地価の下落などに伴って減収と

なっており、今後も税収の確保は非常に厳しい状況にあります。さらに、国の

財政再建が大きな課題となっており、これまで同様の地方交付税の確保はます

ます厳しくなることが予想されるところです。また、歳出においては、徹底し

た定員管理などにより人件費は減少傾向にあるものの、医療費などの扶助費が

大きく増加しているところです。 

 このような中で、将来都市像にある「自然と相良文化が輝く美しき千年都市

ひとよし」の実現に向け、持続可能な財政運営を行うためには、市税をはじめ

とする自主財源(歳入)の確保を行う一方で、社会保障をはじめとした市民のニ

ーズに応える必要があります。そのためは、行政サービスの質を高めながら量

のスリム化を行う行政経営システムを構築して、持続可能な財政運営と継続的

な行政サービスの向上を両立していかなければなりません。 

 さらに、不安定な経済状況のなか、自然災害、激甚災害、不正行為及び人為

的なミスといった不測の事態(リスク)に備えるためにも、従来型の年度ごとの

予算執行というＰ(計画)→Ｄ(実行)の繰り返しではなく、Ｐ(計画)→Ｄ(実行)

→Ｃ(評価)→Ａ(改善)のマネジメントサイクルを描きながら上昇させるスパ

イラルアップを進めていかなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 スパイラルアップ型アプローチには、「地域経営を支えるＰＤＳマネジメン

トサイクル(中長期的なサイクル【４年～７年】)」と「行政（組織）経営を支

えるＰＤＣＡマネジメントサイクル（短期的なサイクル【１年】）」があります。 

［人吉市職員綱領］ 
  私たち人吉市職員は、全体の奉仕者としての使命と責任を心に刻み、公平、 

 公明、公正に徹し、皆で力を合わせ、勇気と情熱を持って、市民幸福向上を 

 目指して行動します。 

  一．笑顔挨拶  おもてなしの心で接します。 

  一．行動基本  時間を大切にし、規律を守ります。 

  一．積極思考  「どうしたらできるか」を考えて行動します。 

  一．能力向上  専門性を高め、幅広い知識を身に付けます。 

  一．郷土貢献  地域に根ざし、まちづくりに取り組みます。 

  一．感動共感  あなたの喜びを私の喜びとします。 

〈スパイラルアップ型アプローチ〉 〈従来型の継続アプローチ〉 
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組織マネジメント

協働

組織力の強化

改善

評価

計画

実行

目的(計画)
見る(評価)

実行(施政方針)

個人目標

事業管理

組織目標

市民の声を聴く

市民参加

市民評価

改善改革

人材育成

内部評価

振り返り

 市役所は、地域経営の中にあり、地域経営の質を向上させるために、行政経

営の質を高めなければなりません。地域と行政が結び付き、行政組織の健全運

営が持続可能な財政運営を下支えするものとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

                                 中長期 

                                ４年～７年 

 

 

 

 

 

 

                                 短期１年 

 

 

 「地域経営を支えるＰＤＳマネジメントサイクル」は、Ｐ＜目的（計画）＞

として長期レベルでは地域のあり方を示す総合計画の基本構想における基本

理念と将来都市像の実現に向けた政策・施策の体系があります。これに中期レ

ベルの基本計画や実施計画、財政見通し、行政改革大綱などを設定し、Ｄ＜実

行＞として短期レベルにある施政方針をもとに展開していきます。その後は、

執行する市役所内部のマネジメントサイクルを経て、得られた成果についてＳ

＜評価＞として市民からの評価を受け、中期計画の見直しを図り、次年度の展

開につなげていく流れとなります。 

 次に「行政（組織）経営を支えるＰＤＣＡマネジメントサイクル」は、Ｐ＜

計画＞として中期レベルで策定された市役所の目指す姿〈４つのＣ(P4)〉、人

材育成基本方針による職員像をもとに、短期レベルで職場の目指す姿を含めた

組織目標を設定して、個人目標の設定につなげ、Ｄ＜実行＞として事業管理と

人事管理を行って組織目標の達成に向けた活動を進めます。実施した結果は、

年度半ばにＣ＜評価＞として中間振り返りの機会を経てＡ＜改善＞として市

民サービスの向上や業務の改善・改革、それらを可能にする人材の育成や組織

を活性化する取組を行います。年度末にはＣ＜評価＞として事業評価と人事評

価をもとに組織目標の振り返りから、事業の見直しを行う流れとなります。 

 このようにダブルループは、《地域経営を支えるＰＤＳサイクル》の「Ｄｏ」

のところに、市役所内部の《行政経営を支えるＰＤＣＡサイクル》が組み込ま

れる形になって行政経営システムの全体像を構成しています。 

〈地域と行政をつなぐダブルループ〉 
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 〈本市の財政状況【人吉市の財務諸表から】〉 

 本市の厳しい財政状況は、平成１６年度の「地財ショック(三位一体の改革(※

11))」により地方交付税が大幅に削減されたことによるものと考えられます。ま

た、平成２１年度末までの「市町村合併」において、本市は平成１５年度に合

併することができなかったため、合併特例債を中心とした財政支援措置を受け

られず、削減型の行財政改革を慣行しなければなりませんでした。そのことが、

財政の硬直化(※12)という極めて厳しい財政状況を生んだ要因であるといえます。 

 そこで、人吉市の財務諸表(平成２３度決算)からみますと、自主財源である税

収の低下が続く中、増大する行政サービスに対応するための行政コストの増加

が見受けられます。その要因として、義務的経費といった人件費・扶助費・公

債費の中で、扶助費(※13)の占める割合(前年度比 約１億４，１００万円の増)が

全体の 25.0％と大きくなっています。人件費は、扶助費に次いで高い項目(前年

度比 約１億５００万円の増)であり、18.2%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 24年度の地方財政白書から、最新データ(平成 22

年度)の人件費は、市町村人件費 18.1％、都道府県人件
費 28.8％、全国平均 24.8％である。人吉市の人件費の

割合が市町村間の中で特別に高いという訳ではない。 

 一方、扶助費については市町村扶助費 19.6%、都道府
県扶助費 2.1%、全国平均 11.9%である。扶助費に関し

ては、やや高い傾向にある。 

 

 
※11･･･【三位一体の改革】国と地方に関する行財政システムに関する３つの改革。(1)国庫支出金を減らす。(2)

税源を地方に移譲する。(3)地方交付税を見直す。 

※12･･･【財政の硬直化】義務的経費といった扶助費、人件費、公債費の歳出額が増大し、新たな予算を組むこ

とが困難な状態を指します。 

※13･･･【扶助費】児童や高齢者福祉、生活保護費など社会福祉に要する経費。 

６年で 
１０億円ＵＰ 

４年で 
３億円 DOWN 
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普通会計ベースによる各数値及び財政計画による計画の数値

単位 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24(計画)H25(計画)H26(計画)

財政力指数 0.48 0.49 0.49 0.48 0.46 0.44 0.42 0.44 0.44 0.44
実質公債費比率 ％ 11.4 12.4 11.4 12.0 11.4 10.5 9.3 10.4 10.4 10.3
経常収支比率 ％ 96.8 102.1 102.4 100.3 99.8 98.7 98.8 98.6 98.6 98.5
標準財政規模 百万円 8,469 8,527 8,467 8,783 8,933 9,179 9,080 8,933 8,933 8,933
地方債現在高 百万円 14,140 14,769 14,818 14,541 14,296 14,218 13,942 14,147 14,091 14,008
積立金現在高 百万円 3,205 2,817 2,565 2,265 2,188 2,362 2,460 2,303 2,308 2,313

 また、行政が所有する施設(学校・公民館・住宅)・公園・道路資産などの資産

老朽化比率が進んでおり、公園・住宅・小学校の各分野の施設などで耐用年数

が迫っています。各耐用年数は４０～６０年となっていますが、客観的な現状

把握を行い、効率・効果的な資源投入や長寿命化を図り、資産の安全性と機能

性の確保を保つことが必要です。 

  

 

 

 

 

 

 下図の普通会計ベースによる各数値を見ると標準財政規模の上昇、実質公債

費比率や地方債現在高の減少が見られ、将来世代への負担が前年度と比較して

減少しているといえます。しかしながら、積立金現在高の減少や経常収支比率

が高水準で推移している状況からすると、効率的に行政経営を行うためには過

剰な行政サービスや市民ニーズの低い行政サービスの見直しも重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【財政力指数】･･･財政力を示す指標。「１」に近くあるいは「１」を超えるほど財源に余裕があるもの。 

【実質公債費比率】･･･経常的に収入される財源のうち、公債費や公営企業債に対する繰出金などの公債費に

準ずるものに充当されたものの割合。 

【経常収支比率】･･･財政構造弾力性を表す比率。比率が低いほど普通建設事業などの臨時的経費に充当でき

る経常一般財源に余裕があり、財政構造が弾力性に富んでいることを示す。 

【標準財政規模】･･･合理的かつ妥当な水準において行政を行うための標準的な一般財源の規模を示した額。 

【地方債現在高】･･･自治体が借り入れるお金を地方債と呼び、抱えている借金の残高を示した額。 

【積立金現在高】･･･年度間の財源の不均衡をならすための積立金(財政調整基金)や特定の目的のための積立

金など、年度末において積み立てられた金額の残高を示した額。 

 

 

 このように、本市が抱えている財政面での課題を改善するためには、中長期財政

見通しを活用し、中長期的な視野において、これからの本市の規模を意識した事業

計画を進めていくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

建設から月日が経過している資産例

資産の名称 資産の種類 資産の建設年代 経過年数 備考

1 村山公園 公園 昭和５０年代 約３５年
2 三日原団地 住宅 昭和４０～４５年 約４５年
3 西瀬小学校 小学校 昭和４４年 約４３年 教室棟の改修済
4 市庁舎 施設 昭和３７年 約５０年
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H25.4 H32.4 比較
一般行政 248 228 △20

教育 41 38 △3
普通会計職員数 289 266 △23
公営企業等会計 50 50 0

全職員合計 339 316 △23

３ 中長期的な課題と取組方針 

 

 経済が低成長の時代においては、今後も市税収入や財源の減少は予測されますの

で、中長期的な視野において、本市の規模に見合った組織とするために、構造的な

改革を図る必要があります。 

  

（１）財源の確保と効率的運用 

 本市において、現状のまま行財政改革を行わないと仮定すると、税の減収や

扶助費の伸びなどにより、３年程度で貯金にあたる基金は枯渇することになり

ます。歳入の確保は、財政運営の根幹であることから、そのような事態に陥ら

ないためにも、中長期的な財政収支を推計しながら、限られた財源の確保と効

率的な運用に努めます。 

 

（２）事務事業の統廃合 

 時代の変化に伴い、複雑・多様化する市民ニーズに柔軟に対応するため、事

務事業については、効率性や効果の観点から、所期の目的を達成した事業を廃

止・縮小・統合するなどの整理・再編や事業の民間委託（指定管理者制度を含

む）など、行政の果たすべき役割、受益と負担の公平の確保、行政効率などに

配慮し、経費の削減に努めます。 

 また、人吉球磨の自治体が事務をより適切かつ効率的に処理することができ

るようにするため、広域連携による共同事務の設置にも積極的に努めます。 

 

（３）定員の適正化と職員の適正配置 

 平成２４年度から新たな定員適正化計画が推進されており、計画に基づき引

き続き定員の適正化に努めます。 

 定員削減がすすむ中、効率的で良質な住民サービスを提供するには、限られ

た資源である職員の資質や能力を生かした異動を行い、いかに配置していくか

も課題となっています。 

 

   〈定員適正化計画による数値目標〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 25 年 4月の人数は、定員適正化計画による数値目標であり、 

実際の人数ではありません。 
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使命 目標

重点課題と主な取組

重点課題と主な取組

使命 目標

重点課題と主な取組

使命 目標

組織目標 係

組織目標を中心とした所属の展開

組織目標

組織目標 課

部・局

手段

手段

目的

目的

４ 行政改革の推進上の課題と取組方針 

 

 総合計画における目指すべき目標へ向かうには、組織一体となっ

た行動はもとより、的確かつ迅速に対応できる機動性の高い組織マ

ネジメントが必要です。地域をより良い方向へ向かわせるには、行

政改革を自分のこととして心根に置き、自ら率先して取り組める環

境を整える必要があります。 

 質の高い組織マネジメントを行うには「事業」と「人材」の成長

が重要であり、いずれかを疎かにすることはできません。 

 

（１）組織マネジメント 

 組織のマネジメントは「目標による管理」制度を確立させ、各部（局）の創

意工夫が最大限に引き出せるよう「組織目標管理」を「個人目標管理」とは区

別して推進します。 

 また、組織を効率的かつ効果的にマネジメントするためには、行政経営会議

や政策審議会などのトップマネジメント(※14)機能との結びつきを明確にして、

リーダーシップの発揮が組織力の強化に結びつくように運営します。 

 

 ＜各階層別の役割明確化とマネジメント力の強化＞ 

 組織マネジメントを行うためには、職員が階層ごとの役割の違いを理解した

うえで、方針の共有や展開を行わなければなりません。部（局）、課、係の長

は、それぞれの組織単位ごとに必要な組織目標を明確に設定した上で、対話・

コミュニケーションを重視して、職員と共有しながら、職員が自己の課題の設

定や目標の進捗管理を自律的に実施できるようにしていきます。 

 これからの管理職には、与えられた業務をミスなく遂行する管理だけではな

く、戦略の実現に向け、仕事の優先順位をつけ、失敗をおそれず果敢に挑戦す

る変革をリードすることを併せもつ高度なマネジメント力が求められていま

す。管理職に対してマネジメント力の強化を図る養成をしていくことも必要で

す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※14･･･【トップマネジメント】市を経営する経営者層の市長、副市長と組織を管理する統括層の部(局)長を中心と

したメンバーで構成され、基本方針の決定、総合的観点からの計画・組織・統制など全般的管理について

の意思決定機能をもつ。下の階層に一貫した指針を与え、行政活動全般の方向付けや一体性の確保を図る。 
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レベル６

レベル１

レベル２

レベル３

レベル４

レベル５

挨拶・日常会話

創　知

協　力

相　談

調整・交渉

指示・命令、報告・連絡

高

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
質

ビジネス

コミュニケーション

パーソナル

コミュニケーション

【部・局長の役割】･･･市の方針に基づき、行政を取り巻く動向を把握して、行政課題を方向づけ、

組織運営の方針を示す。 

【 課長の役割 】･･･部・局の方針に基づき、住民ニーズを踏まえて課題解決に向けた企画、計画

を立案し、組織運営の目標を設定して、事業を推進、職員の能力を開発する。 

【 係長の役割 】･･･課の目標達成に向けて業務を遂行し、問題を把握して業務を改善、また、業

務を通じて人材を育成する。 

 

 

 ＜職場のコミュニケーション＞ 

 職場のコミュニケーションは、人間関係を良くするためだけのツールでなく、

組織を活性化させるために組織内部に変革を生み出すためのものです。コミュ

ニケーションを活性化することにより、職員が相互に理解し合い、信頼して、

経験を生かした知恵を出し合う中から、組織の目指す姿に向けて未来をつくり

あげる力が養われます。 

 そのためには、コミュニケーションの質を上げることが必須であり、職員に

は、通常の立場・肩書によるビジネスコミュニケーションのレベルを越え、そ

れぞれの潜在する思いや能力を引き出して立場・肩書を越えた関わりを持つパ

ーソナルコミュニケーションレベルにまで質を高めていくスキルを身に付け

ることが目標となります。それによって「個人の成長」と「組織の成長」をと

もに実感できる職場が築けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    レベル１…仕事を円滑にするうえで欠かせないコミュニケーション。 

    レベル２…上司と部下が情報共有する業務を進めるうえで根幹をなすコミュニケーション。 

    レベル３…立場や見解が違う者どうしを橋渡しするコミュニケーション。 

    レベル４…腹を割って話し、相手を思う気持ちから相談し合う、信頼関係を構築するコミュ

ニケーション。 

    レベル５…目指す姿を共有し、利害を越えて相手と協力し合い、苦労と喜びを分かち合うコ

ミュニケーション。 

    レベル６…未知の事柄に対し、お互いの経験を生かして知恵を出し合い、新しい価値や進化

を生み出す関係であり、未来を協働して創りあげるコミュニケーション。 

 

【 ビジネスコミュニケーション 】･･･仕事上の思考、知識、情報の伝達など、通常の立場・肩書き

によるコミュニケーション。 

【パーソナルコミュニケーション】･･･立場・肩書を越えて信頼し合い、個性を生かして協働してい

くコミュニケーション。 
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 事業のマネジメントの仕組み【各部（局）の自律経営】

Ｐｌａｎ 　　Ｄｏ 　　Ｃｈｅｃｋ 　Ａｃｔｉｏｎ

 Research
 <調査・研究>

策定 事業を実施 果を確認 え事業見直し

・各年度の施政方針に
基づき各部で事業方針
を決定

・特に重要な事業につ
いては、行政経営会議
で判断

・成果と主な事業の進
捗状況について行政経
営会議に報告

・部予算の範囲内で、
成果を踏まえながら自
律的に事業を再構築

施政方針 政策判断 部予算
報告

各年度の事業方針を 原則として自律的に 行政評価を活用し成 部予算と成果を踏ま

Ｐ：≪計画≫ Ｄ：≪実行≫ Ｃ：≪評価≫ Ａ：≪改善≫

行政経営会議

各部方針策定 事業実施 成果確認 事業見直し

 

① 事業マネジメント 

 事業マネジメントは、行政評価制度を活用してＰＤＣＡサイクルを回しま

す。事業の目標管理では、成果指標だけでなく、行政組織が担う役割を認識

して、組織目標管理並びに個人目標管理の中で、業務プロセスを計画し、そ

れを継続的に行うための改善プロセスを伴います。Ｐ＜計画＞されたものを

Ｄ＜実行＞し、進捗を振り返るＣ＜自己評価＞をもとに結果の分析、原因の

探求を行って、業務やサービスのＡ＜改善＞を図ることが今後必要となって

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、行政組織における単年度の執行結果は、外部からの視点や他自治体

の実績との比較からＳ(※14)＜評価・監査＞を行い、事業目的や施策における

位置付けから次年度の事業見直しや予算編成につなげ、よりよい事業のＰ＜

計画＞へと再考していきます。 

 

② 人材マネジメント 

 限られた資源（人・物・金・情報・時間・文化など）を最大限に活用しな

がら、よりよいサービスを提供し続けていくためには、職員には、これまで

以上に質の高い能力を発揮することが求められるようになりました。それに

は、新たな課題や難しい課題に果敢に挑戦して、新しい価値を創造していく

意欲と行動が必要です。 

 そこで、本大綱の基本姿勢(P7～8)である職員綱領「笑顔挨拶」「行動基本」

「積極思考」「能力向上」「郷土貢献」「感動共感」を日々実践することによ

り、職員が自らの仕事が市民の満足向上へつながることを自覚して、自己の

能力向上と仕事の達成感を得られるワークサイクルを回していくことが有

効です。 

 

※14･･･【Ｓ(See)】には、５Ｗ１Ｈ(※15)に基づくリサーチ(Research )機能を入れることとします。 

※15･･･【５Ｗ１Ｈ】「いつ(When)、どこで(Where)、だれが(Who)、なにを(What)、なぜ(Why)、どのように(How)」

という 6 つの要素をまとめた情報伝達のポイントを意味する。5W1H に沿って整理し、5W1H にあたる内容

を相手に伝えるようにすると、情報をわかりやすく、もれなく伝達することができる。 
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※☆印は職員綱領

☆行動基本
☆笑顔挨拶

☆積極思考
☆能力向上

☆郷土貢献

☆感動共感
 ＜個人の資質向上＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【１】やる気 UP → 個人・組織の能力 UP 

求められているものは何かを把握するには、積極的に現場に出向いて

情報収集する力と、客観的に調査・分析する力が必要です。また、今後

進む方向性を明確にして目指す姿を描く構想力や、市民やパートナーに

対して果たすべき役割・使命をとらえ、組織や個人の目標を設定する力

も必要です。 

 

【２】個人・組織の能力 UP → 成果 UP 

業務を遂行するにあたっては、時間やコストのムダを省いて効率化を

図るだけでなく、より効果的な策を生み出す改善・改革に取り組む組織

マネジメント力が必要です。戦略を実現していくには、個々人が能力向

上を図るだけではなく、仲間とのコミュニケーションを深めて信頼関係

を築き、チームでアイデアを出し合いながら協力して取り組むためのコ

ーディネイト力を高めていく必要があります。 

 

【３】成果 UP → 市民・職員の満足 UP 

実施したことが、本当に市民幸福向上になっているかを評価するには、

市民やパートナーの視点から見て、声を聞く見聞力(傾聴力・質問力)と

アンケートなどを収集して分析する解釈力が必要です。実施した結果、

市民が本当に満足を得られたのであれば達成感を得ることができます。

また、仕事を通じて職員の能力がいかに向上したのかを評価することに

よって、成長の実感を得られ、モチベーションが向上するとともに、成

果をともに喜び合うことで組織の一体感も高まります。 

 

【４】市民・職員の満足 UP → やる気 UP 

地域の目指す姿の実現に向け、よりよい地域づくりを進めていくため

には、常により高い満足、感動が得られるよう、事業の目的や目標から

見直していく必要があります。特に、管理職には、全体最適による事業
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の見直しや再編を進めやすくするうえで、他部署や市民、パートナーと

の連携力を強めることが期待されています。隠れている地域課題の発見

や眠っている地域資源の活用が進むと、戦略の実現性も高まります。 

 

（２）推進期間 

 第５次行政改革大綱は、第５次総合計画の目指すべき将来像と目標に向けて

策定するため、その推進期間も第５次総合計画の終期と合わせ「平成２５年度

から３１年度まで」の７年間とします。 

 

 【推進期間】 

 

 

（３）推進方法 

 「５ 行政改革の基本項目(P18)」において、具体的な取組項目を掲載してい

ます。その具体的な取組項目については、進捗状況を確認し、継続して実施す

べき項目や新しく追加する項目などを踏まえ、毎年見直しながら実効性のある

行政改革を推進してまいります。 

 

（４）推進体制 

 第３次行政改革大綱により、行政経営会議が全庁的な課題に対して審議・調

整する組織として設置され、また、その下部組織として政策審議会が組織横断

的な審議、企画調整機能のために設置されました。 

 第５次行政改革大綱においては、各課から行政改革推進リーダー及び行政改

革推進員を選出していただき、現場の改革を行ってまいります。 

 さらに、第三者の視点として、民間の有識者からなる人吉市行政改革懇談会

において、市民の視点に立って本市の改革の進捗に対する助言をいただきなが

ら、市民とともに改革を進めてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２５年４月１日～平成３２年３月３１日（７年間）

　　 ⑦ 　　⑧
　　 報告 　　審議結果

　　の指示

　　 ⑤ 　　⑥
　　 報告 　審議結 　　　　　　　⑨報告

　の指示
②・⑪進捗状況の報告

③報告

④市民視点による推進

行政経営会議

人吉市議会

　①・⑩取組の推進・進捗の確認

人吉市行政改革懇談会

担当課による行政改革の取組
（行政改革推進リーダー及び

行政改革推進員）

企画財政課行政経営係

政策審議会

推進体制
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５ 行政改革の基本項目 

 

 第５次行政改革大綱の基本的な取組は、これまでの行政改革の取組において一定

の成果があった取組や続けることが望ましい取組を継続しつつ、新たな行政課題や

現状の事業課題に対する改革を盛り込むことを基本に項目を選定しております。 

 また、第４次行政改革大綱で取り組んできた項目についても、引き続き担当課に

おいて継続して実施しながら、取組を進めてまいります。 

 

（１）体系図 

 第５次行政改革大綱の体系は、総合計画の基本理念を達成するために、職員とし

ての基本姿勢を心構えとし、３つの重点項目を柱として位置付け、人吉市が将来へ

目指す姿に向けて改革を進めていきます。 

 また、その３つの柱の下に具体的な取組項目を位置付け、進行を管理し、平成２

５年度からの２３項目を第一ステップとし、新たな取組項目を追加しながら、実効

性のある行政改革として推進してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※16･･･【PPS】特定規模電気事業者といわれ、電力供給を事業とする会社のうち、一般電気事業者には該当せ

ず、50kw 以上の高圧電力を必要とする需要家を対象に電力の小売り供給を行う事業者。 

≪基本理念≫ ≪基本姿勢≫ ≪取組課≫

1 かがやきづくりトークへの参加者の増加策 全課

2 市役所業務に関するQ&Aの作成 全課

3 ホームページのコンテンツの充実 関係課

4 市民との協働の推進 自治振興課

〈人吉市職員綱領から〉 5 職員のおもてなし力の向上 全課

6 職場内、職場間のコミュニケーションの活性化 全課

7 各種証明書の窓口以外での交付の検討 市民課

8 相談しやすい窓口環境の整備 契約管財課

9 庁舎案内表示の整備 契約管財課

10 図書館の利用方法の改善 市民文化課

11 職員提案制度の見直し 企画財政課

12 組織機構改革・事務分掌の見直し 総務課

13 新たな“人財”育成基本方針の策定 総務課

14 組織目標管理制度の導入 総務課

15 コンプライアンス意識の向上 総務課

16 税・料の収納意識の向上 全課

17 内部管理経費の節減 全課

18 公共施設のＰＰＳ(※16)による電気料金削減の検討 関係課

19 旅費に係る日当の見直し 関係課

20 公用自転車の導入 契約管財課

21 遊休資産や不要物品の有効活用 契約管財課

22 定員適正化計画の推進 総務課

23 事業仕分けの導入の検討 企画財政課

≪重点項目≫ ≪具体的な取組項目≫

市
民
み
ん
な
が
健
康
で
笑
顔
で
暮
ら
せ
る
ま
ち

市民と行政と
の協働

感動される市
政の推進

持続可能な
財政運営

一．笑顔挨拶
　おもてなしの心で接します。
一．行動基本
　時間を大切にし、規律を守
　ります。
一．積極思考
 「どうしたらできるか」を考え
　て行動します。
一．能力向上
　専門性を高め、幅広い知識
　を身に付けます。
一．郷土貢献
　地域に根ざし、まちづくりに
　取り組みます。
一．感動共感
　あなたの喜びを私の喜びと
　します。
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◎ 消耗品等の集中管理
16 税・料の収納意識の向上
17 内部管理経費の節減
18
19 旅費に係る日当の見直し
20 公用自転車の導入
21 遊休資産や不要物品の有効活用

公共施設のＰＰＳによる電気料金削減の検討

担当係

政策審議会

行政経営係(取りまとめ)

職員個人
取組実施

市 民

人吉市議会

行政経営会議へ参加

行政改革推進員
(旗振り役[キーマン])

行政改革懇談会

市
民
か
ら
選
ば
れ
た
代
表
者

基本構想
(政 策)

基本計画
(主要な事務事業)

企画政策係
取りまとめ

実施計画
(主要な事務事業)

基本計画
(施 策)

各
界
層
の
代
表
者

目的

手段

目的

手段

成果

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

手段

市民に感動していただく行政経営

満 足 感 動
市民が幸せな未来を実

感できる喜びを提供

市民評価

市民参加

市民の声を聴く

市民幸福向上職員個人

行政組織

市民

各種委員会
町内会

NPO,市民団体etc.

行政経営会議
市長・副市長・部長級

基本理念
市民みんなが健康で笑顔で暮らせるまち

持続可能な行政運営

信 頼

日々の実践における取組み

基本理念

基本構想

行政改革推進ﾘｰﾀﾞｰ
(目標・進捗管理)

担当課

（２）行政改革の全体図及びダブルループ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ◎ …これまでの行政改革で実施されたもの

番号…第５次行政改革で実施するもの ◎ パブリックコメントの継続

◎ 市民意識調査の定期継続

4 市民との協働の推進

8 相談しやすい窓口環境の整備

◎ 行政評価の外部評価の継続

◎ 補助金審査委員会の継続

◎ 覆面調査の継続

◎ 来庁者応対アンケートの継続

23 事業仕分けの導入の検討

◎ タウンミーティングの継続

◎ 平成100人委員会の継続

◎ 危機管理体制の充実(総合防災訓練)

1

2 市役所業務に関するＱ＆Ａの作成

3 ホームページのコンテンツの充実

◎ 案内業務の民間委託の継続

7 ◎ 事務事業分類(業務棚卸し)

5 職員のおもてなし力の向上

10 図書館の利用方法の改善 6

11 職員提案制度の見直し 9 庁舎案内表示の整備

12 組織機構改革・事務分掌の見直し 14 組織目標管理制度の導入

13 新たな“人財”育成基本方針の策定

22 定員適正化計画の推進

◎ 行政評価(事務事業評価) ◎ 談合などの不正行為防止の徹底

◎ 人事評価 15 コンプライアンス意識の向上

各種証明書の窓口以外での交
付の検討

職場内、職場間のコミュニケーションの活性化

かがやきづくりトークへの参加者の増加策

改善

評価

計画

実行

見る(評価)

個人目標

事業管理
内部評価

振り返り

組織目標

市民の声を聴く
市民評価

組織力の強化

組織マネジメント

市民参加

協働

実行(施政方針)

目的(計画)

改善改革

人材育成
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 第５次行政改革大綱は、株式会社スコラ・コンサルト 行政経営デザイナー 元吉 由紀子 

氏の協力を得て作成しています。文中や図の一部には、著書「期待される市役所へ ～行

政経営のムリ・ムダ・ムラを突破する！」（発行株式会社ぎょうせい 2012）から引用して

いる箇所があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５次人吉市行政改革大綱 

平成２５年４月策定 

人吉市総務部企画財政課行政経営係 

 

 〒868-8601 人吉市麓町１６番地 

 電話 ０９６６－２２－２１１１(内 2121) 

電子メール kikakuzaisei@city.hitoyoshi.lg.jp 

 


